
【社会資本整備等】

（2017年10月31日時点）
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ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

立地適正化計画を作成する市町
村数

150市町村
（2020年）

112市町村
（2017年7月
1日時点）

Ａ
改革工程表通り実施していく。

第
二
階
層

－ － － － －

重要課題：コンパクト・プラス・ネットワークの形成

改革項目：①コンパクト・プラス・ネットワークによる集約・活性化や施設の効果的・効率的な維持管理・更新
・立地適正化計画の作成・実施の促進

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

現地訪問コンサル
ティングを継続的に
実施するとともに、
予算措置等により市
町村の計画作成を
支援

現地訪問等によるコンサルティングを実施（平成２８
年度実績約１９０都市）。予算措置により市町村の
計画作成の支援を行っているところ。
（順調）

○ 引き続き、市町村に対してコンサルティング
を実施するとともに、予算措置等により計画
作成の支援を行う。

計画に基づく誘導施
設や公共交通ネット
ワークの整備等につ
いて、予算措置等に
より市町村の取組を
支援

2017年度予算において支援策の充実、重点化を行
い、予算措置等による支援を行っている。
（順調）

○ 引き続き、支援策の充実、重点化を行い、
予算措置等による支援を行う。

国土交通省ウェブサ
イトの充実を図り、
国の支援措置等を
わかりやすく情報提
供する

国土交通省ウェブサイト上にて、立地適正化計画に
関する支援措置等を掲載したページを設け、立地適
正化計画に係る支援措置を一覧で掲載するとともに、
施策毎に関連資料を掲載する等の工夫を行ってい
る。
（順調）

○ 引き続き、わかりやすい情報提供を心がけ
るとともに、支援策の充実、重点化を行う。

市町村の課題・ニー
ズに即した支援施策
の充実を図るととも
に、コンパクトシティ
に関連する支援措
置等を一覧できる支
援施策集を更新し、
市町村に情報提供
を行う

○ 関係省庁の施策についてコンパクトシティ政策
との連携強化を実現した。
○ 関係省庁で構成される「コンパクトシティ形成支
援チーム」を通じて、2017年度の支援措置を国土交
通省ウェブサイトにて公表するとともに、関係施策と
の連携に当たって活用可能な支援措置を項目毎に
掲載することで市町村へわかりやすく情報提供を
行っている。
（順調）

○ 引き続き、支援施策集の更新を行うとともに、
支援策の充実、重点化を行いながら、市町
村への情報提供を行う。

まちづくりに関連す
る支援施策につい
て、コンパクト・プラ
ス・ネットワークの形
成に資するものへの
重点化を推進

2017年度予算において社会資本整備総合交付金
の交付対象誘導施設に子育て支援施設を追加する
などの重点化を行った。
（順調）

○ 引き続き、コンパクト・プラス・ネットワークの
形成に資するものへの支援策の重点化を行
う。

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況

95



経済・財政再生計画 改革工程表 2016改定版（平成28年12月21日）

経済・財政再生計画 改革工程表（平成27年12月24日）

96



重要課題：コンパクト・プラス・ネットワークの形成

改革項目：①コンパクト・プラス・ネットワークによる集約・活性化や施設の効果的・効率的な維持管理・更新
・立地適正化計画の作成・実施の促進

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

都市の規模やまちづくりの重点
テーマに応じたモデル都市の形
成を図り、横展開を推進する

Ｈ29年5月に、それまでに作成・公表された計画の
うち、優れた取組を行っている都市を支援チーム
を通じ、モデル都市として10都市選定し、公表する
こ とで横展開を行った。 （順
調）

○ 引き続き、優れた取組を行っている都
市を選定・公表する等横展開を図って
いく。

過去の取組事例について、効
果、課題などを分析し、市町村
と共有、必要に応じて支援施策
を見直し

支援チームを通じ、作成・公表された計画のうち、
優れた取組を行っている都市を10都市選定した。
あわせて、分野間連携の点で優れた先行的取組
事例を収集し、そのノウハウ等を公表することで、
市町村との共有を行っている。
（順調）

○ 引き続き、優れた取組を行っている都
市を選定・公表するとともに先行的取組
事例を収集・公表することで、ノウハウ
等を市町村と共有を行っていく。

国土交通省ウェブサイトの充実
を図り、市町村の取組状況、計
画の実例、評価指標等をわかり
やすく情報提供する

立地適正化計画の作成・公表状況について、国
土交通省ウェブサイト上に掲載するとともに、立地
適正化作成の手引き及びＱ＆Ａを発出することで
評価指標等の情報提供を行っている。
（順調）

○ 引き続き、市町村の取組状況を公表し
ていくとともに、手引き及びＱ＆Ａを更新
し、市町村へ情報提供を行っていく。

市町村の取組の状況や成果、
課題などを関係省庁で継続的
にモニタリング・検証し、実効的
なPDCAサイクルを推進

支援チームを通じ、作成・公表された計画のうち、
優れた取組を行っている都市を10都市選定した。
あわせて、分野間連携の点で優れた先行的取組
事例を収集し、そのノウハウ等を関係府省庁と共
有した。 （順調）

○ 支援チームを通じ、市町村における取
組状況等を関係府省庁で継続的にモニ
タリング・検証を行い、実行的なＰＤＣＡ
サイクルを推進できる体制を整える。

都市計画情報について、均質
なデータの集積が可能となるよ
う、都市計画基礎調査の共通
フォーマットを作成

○ 検討会を7月に設置し、個人情報保護等の観
点からの検討を開始。
○ 各地方公共団体の調査項目について、現状
を調査し、整理中。
（順調）

○ 個人情報保護に係る課題の整理や地
方公共団体の調査項目の現状の整理
を踏まえ、都市間比較が可能な項目を
抽出・整理して、調査フォーマットの共
通化を図る。

都市の状況を横一列で比較で
きるよう、都市構造に関する情
報をまとめたカルテを自治体ご
とに作成

○ 都市構造に関係する項目をリストアップし、そ
れらのデータの収集方法等について整理中。
○ 一部データについては、収集・入力中。（順
調）

○ カルテに収録する項目を整理した上で、
残りの項目についてもデータを収集・入
力し、カルテを作成する。

健康面、経済財政面などのコン
パクトシティ化による多様な効
用を明らかにする指標の活用
の推進

2016年度に作成した歩行量に関するガイドライン
に関して、地方公共団体向けの会議や研修等に
おいて周知を図った。
（順調）

○ 引き続き、各種会議等において周知を
図るとともに、立地適正化計画作成のコ
ンサルティングにおいて活用を促す。

「まちの活性化」を測る指標とし
て、経済効果や財政効果を表
す指標を既存の統計データか
ら整理し、人口密度との相関も
見つつ開発

経済効果や財政効果を表す指標について、既存
統計データから、都市のコンパクトさを示す指標
（人口密度等）との相関を分析中。
（順調）

○ 分析結果を踏まえ、経済効果、財政効
果を表すふさわしい指標を選定予定。

○ 既存統計データで現状把握が困難な指
標については、必要に応じて、ICT等を
活用した新たな調査手法の検討を行う。

人の属性ごとの行動データの
把握に関する分析手法をプロ
グラム化したシステムの開発に
取り組み、オープンなシステム
として運用し、その普及を図る

2016年度に作成した手引きに関して、土木学会と
連携したセミナーや地方公共団体向けの説明会
等により分析手法の普及を図った。
（順調）

○ 子育て支援施設における実証等、複数
の都市における分析手法の検証を行い、
プログラム化したシステムの高度化に
取り組む。

○ オープンなシステムとして普及を図る。

国土交通省ウェブサイトの充実
を図り、市町村の取組状況、計
画の実例、評価指標等をわかり
やすく情報提供する（再掲）

※再掲 ※再掲

改革工程の進捗状況
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重要課題：コンパクト・プラス・ネットワークの形成

改革項目：①コンパクト・プラス・ネットワークによる集約・活性化や施設の効果的・効率的な維持管理・更新
・立地適正化計画の作成・実施促進

ＫＰＩの状況

ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分
次回の把握時期と今後

の方針

第一
階層

－ － － －

第
二
階
層

立地適正化計画に位置
づけられた誘導施設に
ついて、市町村全域に存
する当該施設数に対して、
都市機能誘導区域内に
立地する当該施設数の
占める割合が増加してい
る市町村数

100市町村
（2020年）

－
本ＫＰＩは、計画作成年度と後年度の実
績値を比較してはじめて把握できるも
のであり、平成２８年度が計画作成年
度となる立地適正化計画について、現
時点で進捗を測ることはできない（進
捗は無い）。今後、２９年度及び過年度
の実績値を調査し、３０年度中にその
進捗状況を把握する。

Ｎ

改革工程表通り実施して
いく。

市町村の全人口に対し
て、居住誘導区域内に
居住している人口の占め
る割合が増加している市
町村数

100市町村
（2020年）

改革工程表通り実施して
いく。

公共交通の利便性の高
いエリアに居住している
人口割合

三大都市圏
90.5％
→90.8％
地方中枢都
市圏
78.7％
→81.7％
地方都市圏
38.6％
→41.6％

（2014→202
0年度）

三大都市圏 90.9％
地方中枢都市圏 79.3％
地方都市圏 38.9％
（平成28年度末時点）

コンパクト・プラス・ネットワークを推進
する施策の一つとして、交通結節点の
整備やバリアフリー化、都市内公共交
通の支援などを行っているが、公共交
通の利便性の高いエリアへの居住は、
施策実施後すぐに効果として発現する
ものでないため、低密度に広がった市
街地の形成が課題となっている地方中
枢都市圏、地方都市圏については、現
段階において、目標設定を下回る伸び
率にとどまっている。

Ｂ

引き続き、既存事業によ
る支援を継続するととも
に、地方都市については、
目標達成に向けて、自
治体が策定する「立地適
正化計画」による土地利
用施策と連動した支援
の充実・強化を図る。

※前ページつづき
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